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昭和45年10月27日付け基発第774号「労災就学援護費の支給について」 新旧対照表 

 

（傍線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

 

記 

 

１ 趣旨 

（略） 

 

２ 支給対象 

(1)～(4) （略） 

(5) 要綱３の(1)イ支給対象者には、遺族補償年金

の受給権者ではあったが、１８歳になったことに

より遺族補償年金の受給権を失った者は含まれ

ない。ただし、この者が要綱３の(1)ロの在学者に

該当すれば（たとえば、受給権者であった死亡労

働者の子が１８歳になったことにより失権して

も、その兄弟姉妹又は死亡労働者の父母が受給権

者となり、その子が当該受給権者と生計を同じく

しつつなお在学中の場合など）、引き続きその在

学者等に関する援護費は要綱３の(1)ロの支給対

象者に支給される。 

(6) 要綱３の(1)イ支給対象者における「普通職業

訓練に準ずるもの」とは、職業能力開発促進法施

行規則(昭和 44 年労働省令第 24 号)第 10 条第１

号、第４号及び第５号ただし書きに規定する対象

者、期間及び時間等を満たすものとする。 

(7) 要綱３の(1)ロの在学者等には、１８歳になっ

たことにより遺族補償年金の受給権又は受給資

格を失った者であって、遺族補償年金受給権者と

生計を同じくする高等学校、盲学校等の高等部、

高等専門学校又は大学に在学する者等も含まれ

る。 

(8) （略） 

(9) （略） 

(10) （略） 

 

３ 支給額 

（略） 

 

 

記 

 

１ 趣旨 

（略） 

 

２ 支給対象 

(1)～(4) （略） 

(5) 要綱３の(1)イ支給対象者には、遺族補償年金

の受給権者ではあったが、１８歳になったことに

より遺族補償年金の受給権を失った者は含まれ

ない。ただし、この者が要綱３の(1)ロの在学者に

該当すれば（たとえば、受給権者であった死亡労

働者の子が１８歳になったことにより失権して

も、その兄弟姉妹又は死亡労働者の父母が受給権

者となり、その子が当該受給権者と生計を同じく

しつつなお在学中の場合など）、引き続きその在

学者に関する援護費は要綱３の(1)ロの支給対象

者に支給される。 

（新設） 

 

 

 

 

(6) 要綱３の(1)ロの在学者等には、１８歳になっ

たことにより遺族補償年金の受給権又は受給資

格を失った者であって、遺族補償年金受給権者と

生計を同じくする高等学校、盲学校等の高等部、

高等専門学校又は大学に在学する者も含まれる。 

 

(7) （略） 

(8) （略） 

(9) （略） 

 

３ 支給額 

（略） 
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４ 支給期間 

(1)～(3) （略） 

(4) 要綱５(1)イの「通常の修業年限」とは次のと

おりである。 

イ～ヌ （略） 

ル 国等が設置する施設 当該施設において

実施される教育訓練等として予め示された

期間（当該期間として１年以上のものに限

る。） 

(5) （略） 

 

５ 欠格事由等 

（略） 

 

６ 手続 

（略） 

 

７ 支払 

（略） 

 

４ 支給期間 

(1)～(3) （略） 

(4) 要綱５(1)イの「通常の修業年限」とは次のと

おりである。 

イ～ヌ （略） 

（新設） 

 

 

 

(5) （略） 

 

５ 欠格事由等 

（略） 

 

６ 手続 

（略） 

 

７ 支払 

（略） 
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別添「労災就学等援護費支給要綱」 新旧対照表 

 

（傍線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

労災就学等援護費支給要綱 

 

１ 趣旨 

（略） 

 

２ 種類 

（略） 

 

３ 支給対象者 

(1) 労災就学援護費 

労災就学援護費は、次に掲げる者に支給す

る。ただし、その者（労災就学等援護費の支給

対象者であったことがある者を除く。）が受け

るべき遺族補償年金、障害補償年金又は傷病

補償年金に係る労働者災害補償保険法(昭和

22 年法律第 50 号。以下「法」という。)第８

条の３第１項に規定する年金給付基礎日額が

16,000 円を超える場合には、この限りでない。 

イ 遺族補償年金を受ける権利を有する者

（以下「遺族補償年金受給権者」という。）

のうち、学校教育法(昭和 22年法律第26号)

第 1 条に定める学校(幼稚園を除く。)若し

くは同法第 124 条に定める専修学校（一般

課程にあっては、都道府県労働局長が当該

課程の程度が高等課程と同等以上であると

認めるものに限る。以下同じ。）に在学する

者又は職業能力開発促進法（昭和 44年法律

第 64号)第 15 条の 7第 1項各号に掲げる施

設(以下「公共職業能力開発施設」という。)

において、職業能力開発促進法施行規則(昭

和 44年労働省令第 24号)第 9条に規定する

普通職業訓練(短期課程のものを除く。以下

同じ。)若しくは高度職業訓練(職業能力開

発促進法第27条に規定する職業能力開発総

合大学校において行われるものを含む。専

門短期課程及び応用短期課程のものを除

く。以下同じ。)を受ける者若しくは国若し

労災就学等援護費支給要綱 

 

１ 趣旨 

（略） 

 

２ 種類 

（略） 

 

３ 支給対象者 

(1) 労災就学援護費 

労災就学援護費は、次に掲げる者に支給す

る。ただし、その者（労災就学等援護費の支給

対象者であったことがある者を除く。）が受け

るべき遺族補償年金、障害補償年金又は傷病

補償年金に係る労働者災害補償保険法(昭和

22 年法律第 50 号。以下「法」という。)第８

条の３第１項に規定する年金給付基礎日額が

16,000 円を超える場合には、この限りでない。 

イ 遺族補償年金を受ける権利を有する者

（以下「遺族補償年金受給権者」という。）

のうち、学校教育法(昭和 22年法律第26号)

第 1 条に定める学校(幼稚園を除く。)若し

くは同法第 124 条に定める専修学校（一般

課程にあっては、都道府県労働局長が当該

課程の程度が高等課程と同等以上であると

認めるものに限る。以下同じ。）に在学する

者又は職業能力開発促進法（昭和 44年法律

第 64号)第 15 条の 7第 1項各号に掲げる施

設(以下「公共職業能力開発施設」という。)

において、職業能力開発促進法施行規則(昭

和 44年労働省令第 24号)第 9条に規定する

普通職業訓練(短期課程のものを除く。以下

同じ。)若しくは高度職業訓練(職業能力開

発促進法第27条に規定する職業能力開発総

合大学校において行われるものを含む。専

門短期課程及び応用短期課程のものを除

く。以下同じ。)を受ける者(以下「在学者等」



4 
 

くは地方公共団体（独立行政法人及び地方

独立行政法人を含む。）が設置する施設（学

校教育法第１条に規定する学校、第 124 条

に規定する専修学校、第 134 条第１項に規

定する各種学校及び公共職業能力開発施設

を除く。以下「国等が設置する施設」とい

う。）において職業に必要な技能及びこれに

関する知識を習得することができるよう実

施される教育訓練等（都道府県労働局長が

普通職業訓練に準ずるものであると認める

ものに限る。以下同じ。）を受ける者(以下

「在学者等」という。)であって学資等の支

弁が困難であると認められるもの。 

ロ～ホ （略） 

(2) 労災就労保育援護費 

（略） 

 

４ 支給額 

(1) 労災就学援護費 

労災就学援護費の支給額は、次に掲げる在

学者等の区分に応じ、在学者等一人につき、そ

れぞれ次に掲げる額とする。 

イ・ロ （略） 

ハ 高等学校(定時制課程の第 4学年、専攻科

及び別科を含む。)、中等教育学校の後期課

程、高等専門学校の第一学年から第三学年

まで、特別支援学校の高等部、専修学校の高

等課程若しくは一般課程に在学する者又は

公共職業能力開発施設において中学校卒業

者若しくは義務教育学校卒業者若しくは中

等教育学校前期課程修了者若しくはこれら

と同等以上の学力を有すると認められる者

を対象とする普通職業訓練若しくは職業訓

練法施行規則の一部を改正する省令(昭和

53 年労働省令第 37 号)附則第 2 条に規定す

る第 1 類の専修訓練課程の普通職業訓練を

受ける者若しくは国等が設置する施設にお

いて中学校卒業者若しくはこれと同等以上

の学力を有すると認められる者を対象とす

る教育訓練等を受ける者 月額 17,000 円

(ただし、通信制課程に在学する者にあって

は、月額 14,000 円。) 

という。)であって学資等の支弁が困難であ

ると認められるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ～ホ （略） 

(2) 労災就労保育援護費 

（略） 

 

４ 支給額 

(1) 労災就学援護費 

労災就学援護費の支給額は、次に掲げる在

学者等の区分に応じ、在学者等一人につき、そ

れぞれ次に掲げる額とする。 

イ・ロ （略） 

ハ 高等学校(定時制課程の第 4学年、専攻科

及び別科を含む。)、中等教育学校の後期課

程、高等専門学校の第一学年から第三学年

まで、特別支援学校の高等部、専修学校の高

等課程若しくは一般課程に在学する者又は

公共職業能力開発施設において中学校卒業

者若しくはこれと同等以上の学力を有する

と認められる者を対象とする普通職業訓練

若しくは職業訓練法施行規則の一部を改正

する省令(昭和 53 年労働省令第 37 号)附則

第 2 条に規定する第 1 類の専修訓練課程の

普通職業訓練を受ける者 月額 17,000 円

(ただし、通信制課程に在学する者にあって

は、月額 14,000 円。) 
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ニ  大学、専門職大学、短期大学、専門職短期

大学、大学院、専門職大学院、高等専門学校

の第四学年、第五学年若しくは専攻科若し

くは専修学校の専門課程に在学する者又は

公共職業能力開発施設において普通職業訓

練を受ける者(ハに掲げる者を除く。)若し

くは高度職業訓練を受ける者若しくは国等

が設置する施設において教育訓練等を受け

る者(ハに掲げる者を除く。)  月額 

39,000 円(ただし、通信制課程に在学する者

にあっては、月額 30,000 円。) 

(2) 労災就労保育援護費 

（略） 

 

５ 支給期間 

（略） 

 

６ 欠格事由等 

（略） 

 

７ 手続 

(1) 労災就学援護費 

イ （略） 

ロ イの申請書には、次に掲げる書類その他

の資料を添えなければならない。 

(イ) 在学者等に関する在学証明書又は在

校証明書(専修学校に在学する者にあ

っては、修業年限を証明することがで

きる書類を、公共職業能力開発施設等

又は職業能力開発総合大学校の在校者

にあっては、訓練課程の種類及び訓練

期間を証明することができる書類を、

国等が設置する施設において教育訓練

等を受ける者にあっては、教育訓練等

の内容を証明することができる書類

を、それぞれ添付すること。) 

(ロ)・(ハ) （略） 

ハ～ホ （略） 

 

(2) 労災就労保育援護費 

（略） 

 

ニ  大学、専門職大学、短期大学、専門職短期

大学、大学院、専門職大学院、高等専門学校

の第四学年、第五学年若しくは専攻科若し

くは専修学校の専門課程に在学する者又は

公共職業能力開発施設において普通職業訓

練を受ける者(ハに掲げる者を除く。)若し

くは高度職業訓練を受ける者 月額 

39,000 円(ただし、通信制課程に在学する者

にあっては、月額 30,000 円。) 

 

 

(2) 労災就労保育援護費 

（略） 

 

５ 支給期間 

（略） 

 

６ 欠格事由等 

（略） 

 

７ 手続 

(1) 労災就学援護費 

イ （略） 

ロ イの申請書には、次に掲げる書類その他

の資料を添えなければならない。 

(イ) 在学者等に関する在学証明書又は在

校証明書(専修学校に在学する者にあ

っては、修業年限を証明することがで

きる書類を、公共職業能力開発施設等

又は職業能力開発総合大学校の在校者

にあっては、訓練課程の種類及び訓練

期間を証明することができる書類を、

それぞれ添付すること。) 

 

 

 

(ロ)・(ハ) （略） 

ハ～ホ （略） 

 

(2) 労災就労保育援護費 

（略） 
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８ 支払 

(1) 労災就学援護費 

イ （略） 

ロ 労災就学援護費の受給者は、所轄署長に

対して毎年６月に「労災就学等援護費支給

対象者の定期報告書」（様式第３号）（この場

合において在学証明書（高等学校以上の在

学者等に限る。）又は在校証明書及び受給者

と在学者等との同一生計関係を証明する書

面を添付すること。ただし、厚生労働大臣が

住民基本台帳法第３０条の９の規定により

当該書類と同一の内容を含む機構保存本人

確認情報の提供を受けることができるとき

は、この限りでない。）を提出しなければな

らないものとする。ただし、所轄署長がこの

報告を必要でないと認める場合には、この

報告書の提出を省略させることができるも

のとする。 

ハ～ホ （略） 

(2)  労災就労保育援護費 

（略） 

 

９ 通勤災害についての適用 

（略） 

 

10 複数業務要因災害についての適用 

（略） 

 

11 実施期日 

（略） 

 

12 経過措置 

(1) 労災就学援護費 

イ～ヲ （略） 

ワ 令和４年3月31日以前に労災就学援護費

を支給すべき事由が生じた者に係る支給期

間については、なお従前の例による。 

 

(2) 労災就労保育援護費 

（略） 

 

８ 支払 

(1) 労災就学援護費 

イ （略） 

ロ 労災就学援護費の受給者は、所轄署長に

対して毎年６月に「労災就学等援護費支給

対象者の定期報告書」（様式第３号）（この場

合において在学証明書（高等学校以上の在

学者に限る。）又は在校証明書及び受給者と

在学者等との同一生計関係を証明する書面

を添付すること。ただし、厚生労働大臣が住

民基本台帳法第３０条の９の規定により当

該書類と同一の内容を含む機構保存本人確

認情報の提供を受けることができるとき

は、この限りでない。）を提出しなければな

らないものとする。ただし、所轄署長がこの

報告を必要でないと認める場合には、この

報告書の提出を省略させることができるも

のとする。 

ハ～ホ （略） 

(2)  労災就労保育援護費 

（略） 

 

９ 通勤災害についての適用 

（略） 

 

10 複数業務要因災害についての適用 

（略） 

 

11 実施期日 

（略） 

 

12 経過措置 

(1) 労災就学援護費 

イ～ヲ （略） 

（新設） 

 

 

 

(2) 労災就労保育援護費 

（略） 

 

 


